
Ⅰ　結　果　の　概　要

（ 事業所規模１～４人 ）

１　きまって支給する給与

２　年間特別給与

表１　産業別、性別きまって支給する給与及び年間特別給与と支給割合

表２　産業別、性別出勤日数及び１日あたりの実労働時間 

きまって支給する給与 年 間 特 別 給 与 ( 勤 続 １ 年 以 上 )

産　　　　業
計 男 子 女 子 計 支給割合 男 子 支給割合 女 子 支給割合

円 円 円 円 カ月 円 カ月 円 カ月

TL 調 査 産 業 計 156,019 208,706 115,625 138,726 0.89 201,459 0.97 86,389 0.75 

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採 取業 - - - - - - - - -

Ｄ 建 設 業 210,894 230,692 131,644 142,100 0.67 144,219 0.63 133,927 1.02 

Ｅ 製 造 業 187,065 227,929 95,565 372,901 1.99 472,223 2.07 103,495 1.08 

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水 道業 - - - - x - x - x

Ｇ 情 報 通 信 業 x x x x x x x x x

Ｈ 運 輸 業 ， 郵 便 業 242,879 259,464 139,249 233,686 0.96 250,596 0.97 138,660 1.00 

Ｉ 卸 売 業 ， 小 売 業 148,945 198,321 120,103 102,532 0.69 154,755 0.78 68,991 0.57 

Ｊ 金 融 業 ， 保 険 業 217,579 258,522 181,416 712,443 x 1,086,905 x 384,429 x

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 183,560 209,894 150,611 70,408 0.38 95,539 0.46 36,721 0.24 

Ｌ 学術 研 究 ，専 門 ・技 術サービス業 221,514 278,491 151,426 199,785 0.90 268,749 0.97 112,281 0.74 

Ｍ 宿泊 業，飲 食サービ ス業 88,785 131,917 72,789 4,354 0.05 3,908 - 4,532 0.06 

Ｎ 生活関連サービス業，娯 楽業 137,723 198,466 113,183 49,541 0.36 144,369 0.73 7,749 0.07 

Ｏ 教 育 ・ 学 習 支 援 業 81,592 103,245 71,913 182,625 2.24 63,504 0.62 226,818 3.15 

Ｐ 医 療 ， 福 祉 125,905 146,633 120,786 50,378 0.40 40,131 0.27 53,459 0.44 

Ｑ 複 合 サ ー ビ ス 事 業 x x x x x x x x x

Ｒ そ の 他 の サ ー ビ ス 業 161,854 199,225 124,200 177,866 1.10 159,858 0.80 195,920 1.58 

全国平均（調査産業計） 195,701 266,871 141,931 227,206 1.16 332,437 1.25 145,200 1.02 

 平成 28 年７月における常用労働者１人平均きまって支給する現金給与額は調査産業計で 156,019

円であった。性別では男子が 208,706 円、女子が 115,625 円で女子は男子の 55.4％であった。 

産業別にみると、運輸業，郵便業が 242,879 円で最も高く、以下、学術研究，専門・技術サービス

業 221,514 円、金融業，保険業 217,579 円、建設業 210,894 円、製造業 187,065 円、不動産業，

物品賃貸業 183,560 円、サービス業（他に分類されないもの）161,854 円、卸売業，小売業 148,945

円、生活関連サービス業,娯楽業 137,723 円、医療，福祉 125,905 円、宿泊業,飲食サービス業 88,785

円、教育,学習支援業 81,592 円の順となっている。 

全国と比較すると全国平均の 195,701 円を 100 とした場合、本県は 79.7 となっている。 

平成 27 年８月から平成 28 年７月までの１年間に支払われた特別給与は 138,726 円で、これを、平

成 28 年７月のきまって支給する給与に対する割合（以下「支給割合」という）でみると 0.89 か月で

あった。 

男女別では、男子が 201,459 円（支給割合 0.97 か月）、女子は 86,389 円（支給割合 0.75 か月）

で女子は男子の 42.9％となっている。 

全国と比較すると全国平均の 227,206 円（支給割合 1.16 か月）を 100 とした場合、本県は 61.1 

％となっている。 
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図１　きまって支給する給与の産業間比較 （調査産業計 ＝ 100）

３　出勤日数及び実労働時間

表２　産業別、性別出勤日数及び１日あたりの実労働時間 

出　勤　日　数 １日の実労働時間

産　　　　業
計 男 子 女 子 計 男 子 女 子

日 日 日 時間 時間 時間

TL 調 査 産 業 計 20.9 22.5 19.7 7.0 7.8 6.3 

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 - - - - - -

Ｄ 建 設 業 22.2 22.6 20.8 7.8 8.0 6.9 

Ｅ 製 造 業 20.9 22.1 18.2 7.2 7.6 6.4 

Ｆ 電気・ガス・熱 供給・水 道業 - - - - - -

Ｇ 情 報 通 信 業 x x x x x x

Ｈ 運 輸 業 ， 郵 便 業 22.3 22.6 20.8 8.2 8.4 6.8 

Ｉ 卸 売 業 ， 小 売 業 21.8 23.6 20.8 6.8 7.7 6.3 

Ｊ 金 融 業 ， 保 険 業 21.3 21.5 21.1 7.7 8.0 7.4 

Ｋ 不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 21.9 23.2 20.3 7.1 8.1 5.9 

Ｌ 学術研究，専門・技術サービ ス業 21.2 21.8 20.4 7.7 8.1 7.1 

Ｍ 宿泊業，飲 食サ ービ ス業 19.7 24.1 18.1 5.9 7.4 5.4 

Ｎ 生活関 連サービ ス業，娯 楽業 20.3 22.0 19.6 7.1 8.1 6.7 

Ｏ 教 育 ・ 学 習 支 援 業 15.3 16.2 14.9 5.0 5.5 4.8 

Ｐ 医 療 ， 福 祉 20.5 20.6 20.4 6.9 7.4 6.7 

Ｑ 複 合 サ ー ビ ス 事 業 x x x x x x

Ｒ そ の 他 の サ ー ビ ス 業 21.2 22.6 19.8 7.4 7.8 6.9 

20.2 21.6 19.1 7.0 7.8 6.5 全国平均（調査産業計）

平成 28 年７月の出勤日数は 20.9 日で、男子が 22.5 日、女子が 19.7 日となっている。 

産業別にみると、運輸業，郵便業が 22.3 日と最も多く、最も少ないのは教育,学習支援業の 

15.3 日となっている。 

また、１日の実労働時間は調査産業計で 7.0 時間である。 
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４　常用労働者

（調査産業計 ＝ 100）

図２　常用労働者の産業別構成

表３　産業別・性別常用労働者構成

産業別構成（調査産業計＝100） 性別構成（男女計＝100）

産　　　　　業 計 男　　子 女　　子

実 数 構成比 実 数 構成比 実 数 構成比

人 ％ 人 ％ 人 ％ ％ ％ ％

TL 調 査 産 業 計 29,415 100.0 12,765 100.0 16,650 100.0 100.0 43.4 56.6 

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 - - - - - - - - - 

Ｄ 建 設 業 2,972 10.1 2,378 18.6 594 3.6 100.0 80.0 20.0 

Ｅ 製 造 業 1,051 3.6 726 5.7 324 1.9 100.0 69.1 30.9 

Ｆ 電気・ガス・熱供給 ・水 道業 - x - x - x x x x

Ｇ 情 報 通 信 業 x x x x x x x x x

Ｈ 運 輸 業 ， 郵 便 業 536 1.8 462 3.6 74 0.4 100.0 86.2 13.8 

Ｉ 卸 売 業 ， 小 売 業 7,214 24.5 2,660 20.8 4,554 27.4 100.0 36.9 63.1 

Ｊ 金 融 業 ， 保 険 業 914 3.1 429 3.4 485 2.9 100.0 46.9 53.1 

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 1,618 5.5 899 7.0 719 4.3 100.0 55.6 44.4 

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 1,478 5.0 815 6.4 663 4.0 100.0 55.1 44.9 

Ｍ 宿泊 業，飲 食 サービ ス業 3,485 11.8 943 7.4 2,542 15.3 100.0 27.1 72.9 

Ｎ 生活関連サービス業 ，娯 楽業 3,543 12.0 1,019 8.0 2,523 15.2 100.0 28.8 71.2 

Ｏ 教 育 ・ 学 習 支 援 業 1,016 3.5 314 2.5 702 4.2 100.0 30.9 69.1 

Ｐ 医 療 ， 福 祉 1,925 6.5 381 3.0 1,543 9.3 100.0 19.8 80.2 

Ｑ 複 合 サ ー ビ ス 事 業 x x x x x x x x x

Ｒ そ の 他 の サ ー ビ ス 業 3,036 10.3 1,524 11.9 1,512 9.1 100.0 50.2 49.8 

1,914,300 - 823,851 - 1,090,449 - 100.0 43.0 57.0 全国平均（調査産業計）

計 男 子 女 子

事業所規模１～４人における常用労働者は 29,415 人であった。産業別にみると卸売業,小売業

が 7,214 人(24.5%)と最も多く、以下、生活関連サービス業,娯楽業 3,543 人(12.0%)、宿泊業,

飲食サービス業 3,485 人(11.8%)、サービス業（他に分類されないもの）3,036 人(10.3%)、

建設業 2,972 人(10.1%)、医療,福祉 1,925 人(6.5%)、不動産業,物品賃貸業 1,618 人(5.5%)、

学術研究,専門・技術サービス業 1,478 人(5.0%)、製造業 1,051 人(3.6%)、教育,学習支援業 

1,016 人(3.5%)、金融業,保険業 914 人（3.1%）運輸業,郵便業 536 人(1.8%)の順となってい

る。また、性別では男子 43.4％、女子 56.6％と女子の割合が高い。女子の割合が最も高い産業

は、医療,福祉の 80.2％であった。 
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